
高年齢者対策と
熱中症対策の

推進
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高年齢者対策

2



働く高年齢者の増加がわが国経済を下支え

・わが国は人口減少社会であるが

・労働力人口は、逆に、増加し続け、
令和７年、７,００４万人と過去最多

・増加に大きく貢献しているのは、
生産年齢人口層女性、65歳以上の労働力

・彼らがわが国の経済を下支えている
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しかし、高年齢者は労働災害発生率が高い
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高年齢者の心身機能の低下
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様々な心身機能の低下と仕事への影響
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雇用１年未満の高年齢者の発生率が高い

図 年齢別・経験期間別 千人率

出典：労働者死傷病報告 休業４日以上の死傷者数（平成３０年）
就業構造基本調査 全国結果（平成29年）－第６１表（雇用者（会社などの役員除く））

※千人率：
労働災害による死傷者数
その年の平均労働者数
―――――――――――― × 1000
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高年齢者の労働災害事例
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高年齢者の労働災害事例
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R元.６：骨太の方針：高年齢労働者対策の必要性
R2.３ ：厚労省「高年齢労働者の安全と健康確保

のためのガイドライン」
通称：エイジフレンドリーガイドライン
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高齢になるほど個人差が大きくなる

・

図５ 加齢に伴う心身機能の低下（個人差の拡大）
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わが国全体 ： ここ数年、災害発生率は変化なし
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このため、新たな法規制

・令和7年5月、労働安全衛生法が改正され、高
年齢労働者の労働災害防止に必要な措置の
実施が事業者の努力義務に

・令和8年4月に施行。それまでに、厚生労働省
は令和2年3月に公表した「高年齢労働者の安
全と健康確保のためのガイドライン（エイジフ
レンドリーガイドライン）」等に基づき当該措置
に関する指針を公表し、事業者はその指針に
従い措置を講じていくようになる
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高年齢者の労働災害防止のための指針

第1 趣旨
第2 事業者が講ずべき措置
１．安全衛生管理体制の確立等

安全衛生管理体制の確立／リスクアセスメント
２．職場環境の改善、作業管理
（１）設備・装置の導入
転倒、墜落・転落対策等／視聴覚対策／熱中症対策／腰痛対策 他

（２）高年齢者特性を考慮した作業管理（短時間勤務、交替制勤務 他）
３．高年齢者の健康や体力の状況の把握
（１）健康状況の把握
（２）体力の状況の把握 他
４．高年齢者の健康や体力の状況に応じた対応
（１）高年齢者一人ひとりの健康や体力の状況に応じた対応
（２）高年齢者の状況に応じた業務の提供
（３）心身両面にわたる健康保持増進措置
５．安全衛生教育
第3 労働者と協力して取り組む事項
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１．安全管理体制の確立等
２．職場環境の改善、作業管理

第1 趣旨
第2 事業者が講ずべき措置
1．安全管理体制の確立等
・高年齢者の健康状況、体力低下を踏まえたリスクアセスメント

2．職場環境の改善、作業管理
⑴転倒、墜落・転落対策等
・照度の確保（視力、明暗差対応力の低下による）
・階段対策→手すり
・つまずき対策→可能な限り通路の段差解消
・すべり対策→床等に防滑素材（床材等）、防滑靴、こまめな清掃
・ハード対策が難しい場合→注意喚起（危険箇所掲示）
・高所対策→墜落制止用器具の使用
⑵視聴覚対策
・警報音は中低音域、音源の向き適切、背景騒音の低減
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２．職場環境の改善、作業管理（つづき）

⑶熱中症対策
高年齢者は熱中症発生率高い。原因は暑さを感じにくい、の
どの渇きをあまり訴えない、体温調整機能の低下など

涼しい休憩場所／通気性のよい服装／ウェアラブルディバイ
ス等／十分な水分・塩分量摂取／糖尿病等の基礎疾患の罹患
者を把握／始業時の体調確認／体調不良時申し出指導

⑷腰痛対策
・人力取扱重量の抑制→重量物の小ロット化、台車の活用
・作業台の高さ改善 ・パワーアシストスーツ導入

⑸作業管理
・短時間勤務、交替制勤務等
・ゆとりある作業スピード、無理のない作業姿勢
・注意力、集中力を要する作業→作業時間考慮
・負荷の大きな作業→定期的な休憩、作業休止時間の運用

18



３．高年齢者の健康や体力の状況の把握

3．高年齢者の健康や体力の状況の把握
⑴健康状況の把握
・健康診断結果に基づき自らの健康状況を把握

⑵体力の状況の把握
・事業者、高年齢者ともに体力の状況を客観的に把握し、体力
に応じた作業配置
・体力チェック（例）→転倒等リスク評価セルフチェック（厚労省）
・長期休業から職場復帰→休業前後の体力チェック比較有効

⑶健康や体力の状況に関する情報の取り扱い
・健康診断結果、体力チェック結果は個人情報。取扱は注意が
必要（「労働者の心身の状態に関する情報の適正な取り扱い
のために事業者が講ずべき措置に関する指針」踏まえる）
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４．高年齢者の健康や体力の状況に応じた対応

4．高年齢者の健康や体力の状況に応じた対応

⑴高年齢者一人ひとりの健康や体力の状況に応じた対応
・基礎疾患罹患踏まえ時間短縮、夜勤減少、作業配置転換

⑵高年齢者の状況に応じた業務の提供
・健康や体力の状況を踏まえ業務マッチング
・治療と就業の両立促進

⑶心身両面にわたる健康保持増進措置
・「事業場における労働者の健康保持増進のための指針」、
「労働者の心の健康の保持増進のための指針」に基づく
運動指導や栄養指導、メンタルヘルス等を実施
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５．安全衛生教育

5．安全衛生教育

⑴高年齢者に対する教育
・十分な時間かけ、写真や図、映像等を活用
・未経験業務従事の場合、特に丁寧な教育実施
・身体機能等の低下がリスクにつながることを自覚
・体力チェック等により、身体機能低下を客観的に認識
・転倒災害は、危険を感じにくい場所での発生も多く、わずかな
段差等、周りの環境に常に注意を払わせる
・集合研修が難しい場合、視聴覚教材の活用
・危険感受性の向上教育、VR活用した危険体感教育
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第3 労働者と協力して取り組む事項

⑵管理監督者等に対する教育
・管理監督者、各年代の作業員に対し、高年齢者の特性と高年
齢者対策を教育、高年齢者の支援機器・装具等を学習
・教育のポイント
→加齢に伴い労働災害リスク増大への対策
→管理監督者の責任、高年齢者の健康が経営に及ぼすリスク
→救命講習や緊急時対応

第3 労働者と協力して取り組む事項
・事業者は、高年齢者特性に配慮し対策を講じる。一方、高年齢
者は、身体機能等の低下が労働災害リスクにつながることを
理解し、労使の協力の下、取り組みを進める
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高年齢労働者の安全対策の基本
「誰もが快適に働ける作業環境の整備」

高年齢労働者の安全対策は、どのように考えればいいのでしょうか？
例えば、低所であっても墜落防止対策を講じたり、ハシゴには手すりを設置し滑落を防止したりす
ることがあげられます。また作業通路にはつまずくものを決して置かないことや、滑らず転倒しにく
い安全靴を履かせることなどもあげられます。

これらは、まさにヒューマンエラー
対策です。何も高年齢労働者だ
けでなく、全ての労働者にあては
まる安全対策です。すなわち、

高年齢労働者の安全対策
とは、そこで働く全ての人
が快適に、働くことができる
ような作業環境を整備する

ことです。
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高年齢労働者の特性を考慮した
作業管理（ソフト面の対策）

・勤務形態等
→昼から夜（夜から昼）へのシフトの変更に体を慣らす のが難
しい。夜勤への十分な配慮を行う。

→何らかの疾患を持つ人が増え、通院も多くなる。このための
時間を取りやすくする。

・無理のない作業姿勢
→筋力、関節の動き、柔軟性などの低下により、身体の曲げ伸
ばし、ねじれ姿勢などを減らす。

→筋力や平衡感覚の低下により、身体の安定がとりにくくなる。
長時間の立位作業を減らす。

→関節の可動域が狭く、無理に手を伸ばしバランスを崩すこと
もある。ねじることなく作業を可能に。
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ソフト面の対策（つづき）

・腰部に過度の負担軽減
→筋力が低下しているので、作業内容を変える、補助具を用い
るなどの配慮をする。

→見た目以上に重いものを急に持ち上げる、支えるといった作
業は腰痛等につながる。数値や色彩などで具体的に重さが
分かるようにする。

・疲労対策
→疲労感の軽減のため、作業を離れて快適に休憩できる十分
な広さのスペースを設ける。
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高年齢労働者の健康や体力の状況の把握
（１）健康状況の把握

・身体機能維持のための運動、
栄養、休養に関するアドバイス
を受けさせる。健康の保持・増
進を行うためのアドバイスを受
けられる環境を整備する。
・健康診断結果を通知し、その内容をよく理解してもらい、健康の
維持増進が図られるよう配慮をする。
・高血圧、糖尿病、高脂血症などの生活習慣病に関する知識や対
策について指導・教育を受けさせる。
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厚生労働省「転倒等リスク評価セルフチェック
票」 客観評価（身体機能チェック）
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客観評価（身体機能チェック）

開眼片足立ち （目を開けて片足でどのくらい立てますか）
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主観評価（質問票による）

29次頁表参照
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質問内容
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レーダーチャートによる評価結果（例）
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最近の
高年齢者対策例
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事例：エビデンスに基づく転倒予防体操

・
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事例：ＪＦＥ西日本製鉄所

・ 転倒、腰痛、危険回避、ハンドリングミスの４つのリスクを８つ
のテストでチェック。結果は5段階で評価。

・評価1、２の人には自覚を促し、改善意欲を高めさせている。

・40歳以上の健診対象者（1,703人）に転倒の有無のアンケー
ト調査。転倒経験者（159人）は非経験者より、転倒リスクのテ
スト３項目の成績が低い結果となった。→論文発表

・「安全体力」を一定の水準に維持するため、毎日実施する２つの
職場体操を開発した。
【筋骨格系疾患対策：「アクティブ体操」PART１】（https://www.youtube.com/watch?v=KPxt7vyQ6Zo）
【転倒予防対策「アクティブ体操」PART２】（https://www.youtube.com/watch?v=LEr6r1Mxgu8）
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・

・
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転倒予防（歩行バランス計測）

・

36出所：マイクロストーン株式会社

導入企業例：
トヨタ、三菱電機、
エネオス、出光石油



事例：大手ハウスメーカー

出所：住宅生産団体連合会「低層住宅建築工事安全衛生ガイド
これからの新しい労働災害防止対策 会員企業の取り組
み好事例」（2025.7）
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・

・
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・

・
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・

・
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熱中症対策
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職場の熱中症災害発生状況（201６～202５）

・
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熱中症災害防止対策の基本

【科学的根拠に基づく８つの対策】

１．熱を放出する身体のメカニズムを熟知する
２．WBGT値こまめな計測（今日の熱中症のなりやすさ把握）
３．脱水症の者を出さない（水分・塩分の適量摂取）
４．暑熱順化者１００％（新規入職者、休み明け要注意）
５．熱がうまく出せない基礎疾患罹患者を把握する
６．連続作業しない（深部体温の上昇を抑える）
７．休憩時、内から外から身体を冷却する
８．応急処置を的確に行う（現場対応or救急搬送の判断養う、
休憩時一人にしない）
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たまった熱を
うまく出す身体
のメカニズム
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①熱がたまるメカニズム

（熱がたまる２つの要因）

・暑熱環境下にいる（例：炎天下、高温室内、照り返しが強い）

・筋肉を動かす（例：肉体労働）
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熱がたまりやすい照り返しの強い現場
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②たまった熱を出すメカニズム

・体温は脳で厳格にコントロール（体温調節力）

・少しでも体温が上がると、脳が血液を使って、身体にたまった
熱を放出しようとする。

・脳の指令により、血液は熱を吸収し、皮膚表面付近の毛細血
管まで熱を運ぶ。

・毛細血管は熱を放出しやすいよう拡張し、低温の外気、汗の蒸
発（気化熱放出）などにより、熱を放出する。
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③うまく熱が出せないメカニズム

・熱中症は、体温調節力が低下し、身体にたまった熱がうまく出
せないことにより体温が上昇し発症する。

・熱がうまく出せない代表的なものとして、ａ．脱水症、ｂ．暑熱
順化していない身体、ｃ．基礎疾患ありの3つがある。
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ａ．脱水症

・たまった熱を放出するため、皮膚近くの毛細血管は拡張し、そ
こに多くの血液が流れ込む。そうすると内部の血液量が減少
する。また、大量の発汗による体内の水分量の減少に伴い血
液量が減少する。これが脱水症。血液はドロドロになり血流ス
ピードも落ち、効率よく熱が放出できない。

・体温調節力が低下し、身体にたまる熱の量より放出する熱の
量が少なくなり、体温上昇を抑えられず、熱中症を発症。

・深部体温（直腸付近等の体温）が４２℃程になると、内臓に障
害が起きる(イメージ：内臓やけど）。熱中症の死因は多臓器不
全が多い。
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脱水症対策：望ましい水分・塩分摂取量

・過酷な暑さの時は大量の水分補給が必要。
厚生労働省通達（基発0420第３号）「職場における熱中症予防基本対

策要綱の策定について」

作業中における定期的な水分及び塩分の摂取については、身体作業強度
等に応じて必要な摂取量等は異なるが、作業場所のWBGT値が WBGT 
基準値を超える場合には、少なくとも、0.1～0.2％の食塩水、ナトリウム 
40～80mg/100mℓのスポーツドリンク又は経口補水液等を、20～30 
分ごとにカップ１～２杯程度を摂取することが望ましいこと。

・大塚製薬推奨
15分に1回、カップ1杯のポカリスエット等

50



・

・
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・水1ℓあたり、食塩1～2ｇの塩分摂取が必要。
・塩分補給用の飴やタブレット1粒は、どれくらいの塩分量か。
カップ1杯200ｃｃのお茶には何粒必要か理解されているか。



湿度に注意： 熱がうまく出せなくなる

53

・WBGT値は、気温と同じ単位（℃）だが、湿度が大きく関わり、
気温１に対して湿度７、日射・輻射熱２の割合で関係。湿度が
高い場所では汗が蒸発しにくく、身体から熱を放出する能力
が減少し、熱中症になりやすい。



湿度の高い現場
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脱水症防止策

・脱水症を防ぐためには、働く人一人ひとりがどれくらい水分・
塩分を摂取したか管理する必要がある。
作業員に適量の水分補給を教育することが必要。

・熱中症の発生率が高い高年齢者が心配。
高年齢になると、暑さを感じにくく、のどの渇きをあまり訴え
ない。脱水症気味でも、少量の水分補給しかしないおそれあり。

・尿の回数が少ない、または尿の色が普段より濃い状態は、脱
水症のおそれあり。尿のチェックによる自己診断も必要。
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尿の色で脱水症状チェック
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爪の色で脱水症チェック！

・工事現場内のトイレに、尿の色による脱水症判定チャートを掲
示することに加え、爪の色による判定基準も併記することで、
複数の指標で熱中症への早い段階での対応を可能にした。
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ｂ．暑熱順化していない身体

・急に暑くなると、汗をかくために必要な自律神経の反応がう
まく行われず、たまった熱がうまく出せない。

・身体が暑さに慣れる期間が必要。

・人は、暑い中での作業を始め3～4日が経過すると、汗をかく
ために必要な自律神経の反応が早くなる。

・さらに3～4週間経過すると、汗をかく際、無駄な塩分を出さ
ないようになえう。

・週間天気予報などで、急激に暑くなる時期を確認し、その前ま
でに、作業員の皆さんに暑熱順化するための運動等の協力を
求める。
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暑熱順化プログラム（例）

（熱中症環境保健マニュアル2022 環境省）
・暑熱順化は「やや暑い環境」において「ややきつい」と感じ
る強度で、毎日30分程度の運動（ウォーキング等）を継続す
ることで獲得できる。
・実験的には暑熱順化は運動開始数日後から起こり、2週間程
度で完成。

（日本気象協会）
・日常生活で運動や入浴で汗をかき、身体を暑さに慣れさせる。
・暑熱順化には個人差あるが、数日から2週間程度かかる。
・暑くなる前から余裕をもって暑熱順化のための活動を始める。
例）ウォーキング、ジョギング、サイクリング、筋トレ・ストレッチ、入浴
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ｃ．基礎疾患あり

・たまった熱をうまく出せない原因には、以下のような基礎疾
患があることもあげられる。

【熱中症発症に影響を与える基礎疾患例】
①糖尿病、②高血圧症、③心疾患、④腎不全、⑤精神・神経関係
の疾患、⑥広範囲の皮膚疾患等
＊その他、風邪、下痢は脱水症につながり注意が必要。

・健康診断結果は個人情報のため取り扱いには十分な配慮が
必要だが、熱中症災害を防止するためには、「誰がこのような
基礎疾患を持っているのか」を把握することは重要。
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安衛法規による熱中症対策

（安衛則第617条）
・事業者は、多量の発汗を伴う作業場においては、労働者に与
えるために、塩及び飲料水を備えなければならない。

（令和7年6月、改正労働安全衛生規則の施行）
事業者に熱中症対策が罰則付きで義務付けられた。
・熱中症を生ずるおそれのある作業（WBGT値28℃または気
温31℃以上の作業場で、1時間以上または1日4時間以上の
作業）を行う際、「熱中症の自覚症状がある作業員」、「熱中症
のおそれがある作業員を見つけた者」がその旨を報告するた
めの体制（連絡先や担当者）を定め関係作業員に周知するこ
と。また、①作業からの離脱、②身体の冷却、③必要に応じて
医師の受診等、④緊急連絡体制構築等の熱中症の症状悪化
防止措置や実施手順を定め、関係作業者に周知すること。
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安衛法規による熱中症対策

（安衛則第617条）
・事業者は、多量の発汗を伴う作業場においては、労働者に与
えるために、塩及び飲料水を備えなければならない。

（令和7年6月、改正労働安全衛生規則の施行）
事業者に熱中症対策が罰則付きで義務付けられた。
・熱中症を生ずるおそれのある作業（WBGT値28℃または気
温31℃以上の作業場で、1時間以上または1日4時間以上の
作業）を行う際、「熱中症の自覚症状がある作業員」、「熱中症
のおそれがある作業員を見つけた者」がその旨を報告するた
めの体制（連絡先や担当者）を定め関係作業員に周知するこ
と。また、①作業からの離脱、②身体の冷却、③必要に応じて
医師の受診等、④緊急連絡体制構築等の熱中症の症状悪化
防止措置や実施手順を定め、関係作業者に周知すること。
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WBGT値（暑さ指数）とは

・WBGT値（暑さ指数）とは、熱中症のなりやすさの目安として、
１９５４年にアメリカで提案された指標で、身体の熱の出し入
れに与える影響の大きい次の３つを取り入れた指標。

① 気温
② 湿度
③ 日射・輻射熱
（地面、建物、身体等から出る熱）
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WBGT値が28℃超になると発生が急増

・環境省のデータをみると、暑さ指数（WBGT）が28℃を超え
ると、熱中症の発生率が急増。



時間帯別

・
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2025年 熱中症死亡災害15人（厚労省）

66



熱中症災害防止対策事例

【水分・塩分の適量摂取の取り組み】

・ゼネコンＦ社（東京）
→強制的にスポーツドリンク５００ｍｌ午前午後2本ずつ（補助）

・ハウスメーカーＭ社パネル工場（東京）
→水分摂取量管理表
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昨年夏、評判のよかったクールジャケット
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ウェアラブルディバイス（例） 都知事推薦
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顔表情から熱中症リスク判定（公立小採用）
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令和８年3月公表

厚労省「職場における

熱中症防止のため

のガイドライン」
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第1 目的等

１．目的
・本ガイドラインは、労働安全衛生関連法令と相まって、具体的な
熱中症対策を一体的に示す。それにより、事業者が熱中症対策
に適切に取り組むことを目的にする
・事業者、作業従事者（個人事業者等含む）はもとより、注文者
（発注者等）、作業場所管理事業者（元請業者、建物管理者等）も
参考にすることが望まれる

２．適用 熱中症のおそれがある全作業対象

３．実施事項
・事業者は、以下の第2（熱中症リスクの評価）に基づき熱中症リ
スクを評価し、以下の第３（熱中症リスクに応じた措置）に基づ
き熱中症対策を実施する
・作業従事者（個人事業者等含む）も自ら危険予知を行いリスク
低減に努める
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第2 熱中症リスクの評価

１．有害性の要因の特定
・身体からの熱を出すことを妨げる要因とは、
①高温多湿な作業環境、②連続作業、③通気性・透湿性の低
い作業服・保護具
・身体から多くの熱を生み出す要因
④重労働（肉体労働）

２．ＷＢＧＴ値の把握
・WBGT値の計測（JIS規格のWBGT指数計による）
・個々の作業場所でWBGT値の計測（直射日光下、強い照り返
し、熱源近く、風通しの悪い場所等はWBGT値が高くなるた
め）
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３．熱中症リスクの評価・検討
・WBGT計測値を基に熱中症リスクを評価し対策を検討する

(1)熱中症リスクの評価
・着衣補正（例：アスベスト対策用防護服は熱中症リスク高）
・身体作業強度（低代謝率～極高代謝率）、暑熱順化の状況から
導いたWBGT基準値と実測したWBGT値を比較して、熱中
症リスクを正しく見積もる

（２）熱中症リスクの低減のための措置の検討
・WBGT値の低減策を講じる（以下、第3の２参照）
・上記が難しい場合、作業管理の検討（以下、第３の３参照）
・高年齢者（暑さや水分不足への感覚機能が低下）、熱中症にな
りやすい基礎疾患を持つ者、障がい者等に配慮する
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・

・
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第３．熱中症リスクに応じた措置

１．労働衛生管理体制の確立等
（１）各種管理者の選任と役割
・衛生管理者（50人未満事業場は安全衛生推進者または衛生推
進者）中心に責任体制構築
・上記以外の者に熱中症対策を行わせる場合、一定の教育研修
受講者のうちから熱中症予防管理者を選任する
・具体的業務は以下のとおり
①適用すべきWBGT基準値を決定、着衣補正の有無確認
②WBGT値の低減対策検討、対策実施状況の確認
③入職日、作業や休暇に基づき、暑熱順化の状況を確認
④作業開始前、作業従事者の体調及び暑熱順化状況の確認

  ⑤作業場所のWBGT値の把握と結果の評価。適宜、作業時間 
短縮等の措置の検討

  ⑥職場巡視により、作業従事者の水分、塩分の摂取状況の確認
  ⑦退勤後の体調悪化に注意喚起
  ⑧安全衛生教育の実施状況の確認
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（２）作業手順・作業計画の策定
①新規入職者、休明け作業従事者に対する暑熱順化プログラム
②十分な休憩時間の確保
③WBGT基準値を踏まえた作業中止に関する事項の検討

（３）報告体制の整備及び手順等の作成並びに周知
・令和７年６月、法に基づき事業者に熱中症対策が罰則付きで義務
付けられた内容
①熱中症のおそれがある作業（WBGT値28℃または気温31℃以
上の作業場で、1時間以上または1日4時間以上の作業）を行う際、
「熱中症の自覚症状がある作業員」、「熱中症のおそれがある作業
員を見つけた者」がその旨を報告するための体制（連絡先や担当
者）を定め関係作業員に周知
②a.休憩（作業離脱）、b.身体冷却、c.医師の受診等、d.緊急連絡
体制構築等の熱中症悪化防止措置、実施手順を定め、関係作業
員に周知
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③報告体制の整備
a.本人自らの電話等による報告
b.管理者による現場巡視
c.その他
→複数の作業員が互いの健康状態を確認（バディ制）
→ウェアラブルディバイスによるバイタルデータ等の管理

２．作業環境管理
（１）WBGT値の低減対策
（例）
①屋内は遮へい物（熱を発する場所と作業従事者の間）
②屋外は簡易屋根等（直射日光、照り返しを遮る）
③通風・冷房設備（屋内：除湿機能）、ミストシャワー等散水設備
（散水後の湿度上昇等留意）、既設冷房設備の点検
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（２）休憩場所の整備等
事業者は冷房を備えた休憩場所、日陰等の涼しい休憩場所を確
保する。休憩場所は以下に留意することが望ましい
①広い作業場所でも速やかに利用できる場所に設置
②足を伸ばして横になれる広さの確保
③空調設備、氷、アイススラリー、冷たいおしぼり、水風呂、シャ
ワー等の身体冷却設備・備品を用意
④電気、水道がない場所では、日傘、日よけテント等で日陰作り
⑤作業場所近くに飲料水、スポーツドリンク、経口補水液、塩飴等
を用意する。糖分、塩分の含有量が摂取者にわかるように
⑥症状悪化防止対策や対策実施手順を掲示
⑦休憩中、容態急変に対処できるよう一人きりにせず誰かが付
き添う
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３．作業管理
（１）作業時間の短縮
①作業の休止時間、休憩時間を確保する。休憩時間は、以下のと
おりWBGT基準値に応じたものとする。
ただし、身体冷却服着用など熱中症対策を講じていない場合

80

WBGT基準値からの超過 休憩時間の目安（1時間当たり） 

１℃程度超過 15分以上 

２℃程度超過 30分以上 

３℃程度超過 45分以上 

それ以上超過 作業中止が望ましい 

 （出典）米国産業衛生専門家会議（ACGIH）の許容限界値（TLV）を元に算出 



ただし、身体を冷却する服の着用等により、深部体温の上昇
や休憩中の身体冷却の促進が図られる場合は、休憩時間の目
安をより短縮することができるが、検討に当たっては、次の知
見を踏まえる。

→ファン付き作業服の着用で、休憩時間を短くすることも可能。
温度30℃、湿度85％における運動実験の結果、ファン付き
作業服の着用は非着用時と比較し、同様の体温に到達するま
で15分遅らせる効果がある

→同実験の結果、ファン付き作業服の着用は非着用時と比較し
推定発汗量を約20%減少させる効果がある

②身体作業強度が高い作業（重労働）は避ける
③可能であれば、作業場所を日陰に変更する
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（２）暑熱順化
・①気温急上昇時（梅雨→夏季）、②新規入職者、③長期間作業
を離れ（盆休み等）再開時等、作業従事者の暑熱順化に留意が
必要（4日後に暑熱順化の顕著な喪失が始まる）
・暑熱順化方法は、7日以上かけ暑熱環境下での身体的負荷を
増やす。作業時間を調整し次第に長く
・暑熱順化方法（例）
①作業時間を徐々に伸ばし発汗しやすい服装等で作業負荷
をかけ、7日以上かけ実施
②職場以外でも、運動、入浴等で汗をかく
③4日以上の休暇の場合、休暇中の活動をヒアリングし、再度
暑熱順化が必要かどうか検討
④暑熱順化ができていない場合、作業時間の短縮を検討
⑤「スポットワーク」（短時間、単発で働く）労働者は、原則、暑
熱順化していない者として取り扱うことが望ましい
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（３）プレクーリング
・WBGT値が高い場所で、作業強度の低下、通気性がよい作業
着が着用できない場合、作業前のプレクーリングにより深部
体温を下げてから作業を行う
・その方法は、①体表面からの冷却（例：冷水に素足を入れる）
と、②冷水やアイススラリー（流動性の氷状飲料）などを摂取
する体内からの冷却がある
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アイススラリー（例）
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アイススラリー（例）
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（４）水分及び塩分の摂取
・身体作業強度に基づくWBGT基準値を上回るWBGT値を計
測するような過酷な暑さにおいては、20～30分ごとにカッ
プ１～２杯程度の水分摂取、水１ℓあたり食塩1～2ｇ、ナトリウ
ム40～80mg/100mlのスポーツドリンク等の摂取が望まし
い。ただし摂り過ぎには注意
・作業従事者の自覚症状以上に脱水状態が進行することがある。
このため、①自覚症状の有無に関わらず水分・塩分の適量摂
取を指導する、②作業従事者の水分・塩分の摂取を確認する
ための表の作成、作業中の巡視での確認等により、定期的な
水分・塩分の摂取の徹底を図る
・尿の回数が少ない、尿の色が普段より濃い状態は脱水状態の
可能性があることを作業従事者に周知
・加齢や疾病により脱水状態であっても自覚症状に乏しい場合
があることに留意
・高血圧、糖尿病など基礎疾患を有する作業従事者は主治医、
産業医に相談させる
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（５）服装による身体冷却
・通気性、透湿性のよい服装を着用させる。直射日光下では通気性
のよいヘルメット、保護帽の着用
・送風、送水による身体冷却機能を持つ服、ヘルメットを採用する
（ただ、これだけで熱中症防止は困難。他の対策と組み合わせる）
・通気性、透湿性の悪い服装の着用せざるを得ない場合、WBGT値
の補正が必要
（６）作業中の巡視
・高温多湿作業場所の作業では、巡視、声がけを頻繁に行い、①定期
的な水分、塩分摂取状況、②作業従事者の健康状態等（心拍数、体
温及び尿の回数・色等の身体状況）を確認し、熱中症の疑いがあれ
ば速やかに作業を中断させる
・長時間の単独作業を避け、なるべく短時間にさせる
・単独作業が避けられない場合、ウェアラブルディバイス等を導入し、
作業従事者の状態のリアルタイムでの把握を検討する
・複数の作業従事者による作業では、互いの健康状態に留意するよ
う指導する。異変を感じた際は、躊躇なく周囲の作業従事者や定
められた担当者に申し出るよう指導する 87



（７）業種・作業別の対応
①建設現場をはじめとする屋外作業の場合
a.日陰を作る。早朝作業で早帰りなど直射日光下の作業時間
を短縮する

b.作業場所から休憩場所までが遠い場合、移動時間を考慮し
た休憩時間を設定する
②運送業等の場合
a.日陰でこまめに休憩する
b.温度差が大きい車内外の行き来で身体に負担がかからない
よう、運転時に窓を開けるなど車内外の温度差を作らない

c.自転車に給水ボトルを付け水分摂取を容易にする
③重量物運搬では一人人力運搬を避け、台車、リフターを使用
する、複数人で運搬する
④夜間ビルメンテナンス業等、屋内でも冷房設備が停止してい
る場合、通気性の良い服装を着用させ単独作業を避ける
⑤WBGT値が極めて高い傾向にあるビニールハウス、畜舎等
での作業は、早朝作業でこまめに日陰で休憩をとる
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４．健康管理
・熱中症発症者は、前日当日の睡眠不足、食欲低下、下痢や感冒
様症状等が先行するため、健康診断結果対応だけでなく、作業
開始前、当日の体調確認、作業従事者自身の日頃の健康管理
が重要になる
（１）健康診断結果に基づく対応
・①安衛則第43条、第44条、第45条の規定に基づく健康診断
の項目には、熱中症の発症に関わる疾病と密接に関係した血
糖検査、尿検査、血圧測定、既往歴の調査等が含まれているこ
と、②安衛法第66条の4、第66条の5の規定に基づき、異常
所見ありと診断された場合には医師等の意見を踏まえ、必要に
応じ、事業者は就業場所の変更、作業配置の転換等が義務づけ
られていることに留意し、これらの徹底を図る
・熱中症の発症に影響がある疾病の治療中等の作業従事者が、
高温多湿作業場所で作業する場合、事業者は産業医、主治医等
の意見をきき、必要に応じ就業場所の変更、作業配置転換等の
処置を講じる
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・熱中症の発症に影響がある疾病
①糖尿病（血糖値が高いと尿に糖が漏れ出すことにより尿で失
う水分が増加し脱水状態になりやすくなる）
②高血圧症（水分・塩分を尿中に出す作用のある薬を内服する
場合、脱水状態になりやすい）
③心疾患（ 〃 ）
④腎不全（塩分の摂取制限が塩分不足に）
⑤精神・神経関係の疾患（自律神経に影響ある薬（抗うつ薬、睡
眠薬等）を内服する場合、発汗や体温調整が阻害されやすい）

⑥広範囲の皮膚疾患（それにより発汗が不十分の場合あり）
⑦感冒等（脱水等は熱中症につながる）
⑧下痢等（ 〃 ）
⑨その他、皮下脂肪の厚さも熱中症に影響を与えるおそれあり
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・以下、熱へのばく露を止める必要がある兆候

①1分間の心拍数が数分間継続して180から年齢を引いた値
を超える場合

②作業強度のピークの1分後の心拍数が120を超える場合
③休憩中等の体温が作業開始前の体温に戻らない場合
④作業開始前より1.5%を超えて体重が減少している場合
⑤急激で激しい疲労感、悪心（おしん：気持ち悪く吐きそうな状
態）、めまい、意識喪失等の症状が発現した場合
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（２）日常の健康管理等
・睡眠不足、体調不良、前日等の飲酒、朝食の未摂取は熱中症
発症につながるため、日常の健康管理について指導するとと
もに、必要に応じ健康相談を行う。加えて、安衛法第69条（医
師面接指導等）に基づく対応
・作業従事者が、熱中症の発症に影響を及ぼすおそれがある疾
病の治療中の場合、①熱中症対策が特に必要なことを教え、
②主治医からの事業場で熱中症対策が必要と指導された場
合、事業者に申し出る
・熱中症の具体的症状について作業従事者に教育し、早期に気
づくことができるようにする
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（３）作業従事者の健康状態、暑熱順化の状況等の確認
・作業開始前、当日の朝食の未摂取、睡眠不足、前日の多量の
飲食、体調不良等の健康状態を確認する
・職長等の現場管理者は、入職後1週間未満の作業従事者、夏
季休暇等のために熱へのばく露から4日以上離れていた作業
従事者をあらかじめ把握し、巡視の頻度を増やすなどして、彼
らの作業中、作業終了後の健康状態に配慮する
・健康状態、暑熱順化の状況から、熱中症発症リスクが高いと
疑われる者は、必要に応じ、作業の配置換え等を行う
・休憩所等に、体温計、体重計等を備え、必要に応じそれらを計
測し、身体状況を確認できるようにする
・作業従事者は、体調不良、睡眠不足等がある場合、職長等の
管理者に申し出ることが望ましい。事業者は、作業従事者の申
し出に対しプライバシーに配慮する
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５．労働衛生教育
・熱中症予防管理者、作業従事者を指揮する者、作業従事者本
人に対し、熱中症に係る労働衛生教育を行う
・教育の実施時期は、雇い入れ時教育時など、事業場の実情を
踏まえる
・簡単な教材でも繰り返し教育することが望ましい
・教材は、厚生労働省が運営しているポータルサイトに掲載した
ものが活用できる
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（１）熱中症予防管理者への労働衛生教育
（衛生管理者、安全衛生推進者も受講することが望ましい）
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６．異常時の措置
・熱中症を疑わせる具体的な症状は下表を参照のこと
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・熱中症を疑わせる症状が現れた場合、必ず一旦作業から離し、
救急措置として涼しい場所で身体を冷やし、水分、塩分を摂取
させる
・症状に応じ、救急隊を要請する、医者の診察を受けさせる
・周辺の作業従事者は、本人に自覚症状がない、本人が大丈夫
と言っても、ためらわず、担当者に連絡し、措置の実施手順に
従って、医療機関への搬送や救急隊を要請する。
・判断に迷う場合は♯7119等を活用するなど専門機関や医療
機関に相談し、速やかに専門家の指示を仰ぐことが望ましい
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・医療機関搬送までの間や、救急隊が到着するまでの間、十分
に涼しい休憩場所に避難させた上で、必要に応じ①アイスス
ラリー（流動性の氷状飲料）や経口補水液などの水分、塩分を
摂取させる、②作業着を脱がせて水をかけて全身を急速冷却
する、③アイスバスに入れる、④ミストファンを当てる、⑤濡れ
タオルなどを身体に当て扇風機の風を当てるなどにより効果
的な身体冷却に努める
・この間、容態が急変する場合があることから、一人きりにせず
付き添い者が見守ることが重要である
・熱中症を疑わせる症状には、ふらつき、大量の発汗、けいれん、
めまい、頭痛等があげられ、これらを労働衛生教育で作業従
事者に周知する
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７．その他
（１）実施時期
・おおむね4月中までに、「第2．熱中症のリスクの評価」、第3の
「１．労働衛生管理体制の確立等」、「２．作業環境管理」、「３．作
業管理」、「４．健康管理」、「５．労働衛生教育」が夏季に円滑か
つ継続的に実施できるよう準備することが望ましい
・特に、気温が急激に上昇する時期、猛暑日等は、熱中症リスク
が高まることから、作業従事者に対し、いつも以上に注意喚起
が重要

（２）いわゆる「スポットワーク」を利用する労働者について
・これらの労働者に対しても、関連法令や本ガイドラインに基づ
く措置を講じる
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（３）注文者や作業場所管理事業者による配慮
・夏季の屋外作業は熱中症リスクが高いことから、注文者は経
費や工期・納期について配慮することが望ましい
・注文者は、作業従事者が休憩や水分、塩分の摂取することを
理解することが重要である
・作業場所管理事業者は、そこで熱中症が発生した場合、当該
作業従事者の緊急連絡先、医療機関への連絡が望ましい。こ
のため、作業従事者は、緊急連絡先や可能であれば既往歴を
記載したカードを携行したり作業服のわかりやすいところに
貼ったりすることが重要である
・作業場所管理事業者は、作業を請け負った事業者から休憩場
所の要望等を受けた場合、誠実に協議して適切に対応するこ
とが望ましい
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（４）労働者と異なる場所で就業する個人事業者等について
・労働者と異なる場所で就業する個人事業者は、熱中症災害の
重篤化を防止するためには、本ガイドラインを参考に自ら熱中
症防止に取り組むことが必要である
・熱中症の症状を自覚したときの連絡先としては♯7119など
がある
・作業従事者向け教材や、元方事業者などから配布される資料
などを用い、繰り返し自ら熱中症の症状や防止対策などの知
識を習得することが重要である
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医者が語る

熱中症対応
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出現する症状、見極め方、応急処置

・熱中症は“まず疑う”ことが最も大切。自分では気がつかない
間に、かかってしまうことも多く、暑熱環境下で体調不良の人
をみかけたら周囲の人に声をかける。

・現場の応急処置で何とかなるのか、医療機関へすぐに搬送す
べきか次項図を参考に見極める。

・体調不良の症状によって重症度や緊急度を図るべきではない。

・症状はひとつの目安であって、現場で状態を見極めるのに最
も役立つのは意識がしっかりしているかどうか。声を掛けて
反応がいつもと違う、あるいは普通でなければ、意識障害が
あると考えて救急車を呼ぶ。
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応急処置
フロー（再掲）

・水分・塩分を
自力で補給で
きない、さら
に、補給して
も症状が良く
ならなければ
救急搬送する。
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熱中症応急措置マニュアル

・意識がしっかりしていれば涼しい場所に運んでいき、安静に
させて、衣服をゆるめ、風を送って冷却を開始。

・屋内ならばエアコンの効いた部屋、車があればエンジンをかけ
エアコンを効かせて、中で楽な姿勢を取らせる。

・実際に体を冷やす場合、首筋には濡らしたタオルを当て、脇の
下、鼠径部前面に保冷剤やタオルやハンカチに包んだ冷水の
ペットボトルなどを当て冷やす。
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・それにより、体表近
くを走っている太
い静脈を冷やして
身体の中に戻って
いく血液を冷やす。



熱中症応急措置マニュアル

・次に、脱水状態を改善するため、冷えた水やスポーツドリンク
などのペットボトルを手渡して飲ませる。

・しっかり手に持ってうまく飲めれば、意識はしっかりしており、
応急処置として水分補給で身体の冷却が始まったことになる
ので、そのまま付き添って様子をみる。

・ペットボトルがうまく持てない、上手に飲めずにこぼす、むせ
るといった場合は、医療機関へ搬送する。明らかに意識障害
があると判断できる。
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熱中症応急措置マニュアル

・水を飲んで安静にしながら徐々に体調が回復してくれば、そ
のまま帰宅することも可能。もちろん、心配ならば医療機関へ
搬送する。数十分待っても回復徴候がなければ、医療機関へ
搬送したほうがよい。

・この手順により現場にとどまることができればⅠ度、医療機
関に搬送となればⅡ度以上となる。この現場で大丈夫か、医
療機関への搬送を考慮するのかの見分け方を覚える。

109



おわりに

〇高年齢者対策（指針を踏まえる）
・高年齢者一人ひとりの体力、健康状況を把握する

〇熱中症対策（ガイドラインを踏まえる）
・科学的対策を推進
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